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H27 H28 H29 H30 H31

1 1人 1人 1人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,856 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 6,353 6,048

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

地域おこし協力隊員の受け入れ人数

1,964 1,964

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 6,353 6,048

国道支出金

地方債

一般財源 4,376 4,073

人員（人工） 0.25 0.25

内

訳 その他 13 11

H29予算

事業費　（＝下記内訳計）

H28予算 H28決算

4,389 4,084

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

都市地域から過疎地域等に⽣活の拠点を移した者を、地⽅公共団体が「地域おこし協⼒隊員」とし
て委嘱。隊員は、⼀定期間（最大３年間）、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・
ＰＲ等の地域おこしの⽀援や、農林⽔産業への従事、住⺠の⽣活⽀援などの「地域協⼒活動」を⾏
う取り組み。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

当該事業の推進により観光客の誘致促進・交流人口の拡大が期待できるとともに、地域おこし協力
隊員の定住・定着を見込める。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 自然・歴史・食観光の振興

施策目標 自然・歴史・食など多彩な魅力を活かした観光のまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

観光客

対象者の今後の予想 観光客の増加が見込まれる。

計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成２８年度】

主管課名（担当名） 商工観光課（観光振興担当）

事務事業名 地域おこし協力隊推進事業 事業番号 12496

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 平成29年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

事業の基本施策の内容などについて、類似事業はあるが、事業活動内容及び意図が異なっている
ため、統合の可能性は低い。

カ．

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

観光客のニーズに適切に対応しており、誘客促進につながる事業であることから、有効に結びつい
ている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

特別交付税による財政支援

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

事業の性格上、受益者負担は困難であり、可能性は低い。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

地域おこし協力隊の配置にあたっては、観光客誘致の推進や観光ニーズの現状を踏まえながら、状
況に応じて見直しを行う。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

本事業は、人件費及び住居費その他必要経費である。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
地域おこし協力隊として３年間観光素材の磨き上げや誘客促進にあたり、平成２９年度より根室市
観光協会職員として雇用することとなった。

今後の動向・市民ニーズなど
各種イベントの開催、観光客誘致の促進、受入体制の強化は必須であり、交流人口の増加による地
域経済の活性化が図られることから、観光関連事業者等からのニーズは高い。

５　事務事業の評価


